
竹島問題の早期解決を求める特別決議 

  
竹島は、歴史的に見ても国際法に照らしても我が国固有の領土である。 

韓国側は、竹島周辺海域での防衛訓練の実施や海洋調査、各種施設

の建設などあらゆる方策を立てて竹島占拠を既成事実化しようとする動き

を強めている。 

さらに 10 月 22 日には、日本政府のたびたびの事前抗議・中止申し入れ

にも拘らず、韓国国会議員 13 名が韓国政府の支援があったと思われる手

段で竹島に上陸した。 

我々は、強い怒りをもって断固抗議する。我々は、こうした韓国側の竹島

不法占拠に係るすべての行為を決して容認も看過もしない。 

こうした韓国側の動きに歯止めをかけ、そして竹島問題の一日も早い平

和的解決を図るためには、日本政府の毅然とした姿勢による外交交渉とそ

れを後押しする力強い国民世論が必要である。 

この度、竹島問題解決に向けた国政レベルでの新たな取り組みとして、

政府や国内世論に向け、以下６点について実現を強く要望する。 
  

1. 「竹島の日」を閣議決定し、オールジャパンの体制で竹島問題の早期 
解決を図ること。 

2. 国民世論の啓発のために、政府主催による「竹島の日」式典の開催と

総理大臣の出席、竹島問題に関する国直轄の啓発施設の隠岐の島町

設置、教科書の竹島記載の充実などを行うこと。 
3. 海外における情報発信拠点の体制強化や韓国側の主張への適正・ 

迅速な反論を行うため、領土･主権展示館の活用など国連、国際社会

に竹島が日本の領土であることを広くアピールすること。 
4. 領土、主権、歴史的事実の客観的な調査研究を行うための国の研究

機関を設置すること。 
5. 島根県沖合水域における漁業秩序を確立するため、排他的経済水域

の境界線を画定し、暫定水域の撤廃を図るとともに、それまでの間、 
両国の責任のもとで、暫定水域における実効ある資源管理体制を確立

すること。 
6. 国際司法裁判所への提訴、国連海洋法条約の紛争処理手続きの活用

など、国際的な紛争処理制度の活用についても幅広く検討すること。 

以上、決議する。 
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